ＰＡサポートセンター事業実施業務　企画提案書
１　法人概要

	法人名
	

	設立年月日
	

	法人本部所在地
	


２　事業の受託を希望する理由
	


３　業務実施内容
⑴　ＰＡサポートセンターの体制
	開設予定住所
	

	併設事業所の有無
	□有（事業所名：　　　　　　　　　　　　　）□無

	各室

状況
	相談室
	面積　　（　　　　　　）㎡　□専用　/　□併用
主な設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	事務室
	面積　　（　　　　　　）㎡　□専用　/　□併用
主な設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	その他
	面積　　（　　　　　　）㎡　□専用　/　□併用
主な設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	公共交通機関へのアクセス
	・地下鉄　　　　駅から徒歩　　分（約　ｍ）

・ＪＲ　　　　　駅から徒歩　　分（約　ｍ）

・バス停　　　　　から徒歩　　分（約　ｍ）

	駐車場の有無
	□有　　□無

	利用者や介助者の自宅への交通手段
	（例：外勤用の自動車など）


	相談業務を実施しやすいような環境づくり
	（例：相談ブースの設置など）


	その他特筆すべき事項（ある場合に記載）
	


⑵　職員配置（従事予定者）
	R5年4月1日時点の年齢
	歳
	歳
	歳

	障がい者に対する相談・援助業務の経験
	年数：


	年数：


	年数：



	専門職の資格
	
	
	

	相談支援従事者研修（基礎）
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了

	障がい者ケアマネジメント従事者研修（基礎）
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了

	専任／兼任
	□専任 □兼任
	□専任 □兼任
	□専任 □兼任

	兼任の場合の兼務事業
	
	
	

	本業務に係る１週間の勤務予定時間
	時間／週
	時間／週
	時間／週

	その他特筆すべき事項（ある場合に記載）
	
	
	


	R5年4月1日時点の年齢
	歳
	歳
	歳

	障がい者に対する相談・援助業務の経験
	年数：


	年数：


	年数：



	専門職の資格
	
	
	

	相談支援従事者研修（基礎）
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了

	障がい者ケアマネジメント従事者研修（基礎）
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了
	□修了済（　年　月）

□修了予定（　年　月）
□未修了

	専任／兼任
	□専任 □兼任
	□専任 □兼任
	□専任 □兼任

	兼任の場合の兼務事業
	
	
	

	本業務に係る１週間の勤務予定時間
	時間／週
	時間／週
	時間／週

	その他特筆すべき事項（ある場合に記載）
	
	
	


※　「相談・援助業務の経験」には、年数及び主な業務内容を記載。
※　「専門職の資格」には、社会福祉士、精神保健福祉士、看護師、理学療法士、作業療法士等の資格を記載。

※　本業務以外を兼務する場合には「兼任」を選択。
　（配置職員の専門性の向上を図る方策）
	○責任者の配置や、配置職員に対する研修計画等、専門性の向上を図る方策を具体的に記載。



⑶　マッチング業務
	○利用者と介助者のマッチング業務について、それぞれのニーズに応じた者を紹介し、適切な助言やシフト調整をする具体的な方策を記載。



⑷　緊急時の体制
	○介助中の事故等に起因する利用者、介助者双方のトラブル発生に際して、緊急対応を行うための方策を具体的に記載。



⑸　介助実績の把握
	〇介助の実績を適切に把握するための方策を具体的に記載。



⑹　制度の理解促進や普及啓発
　（理解促進に向けた方策）
	○制度を適正に運用するための利用者や介助者に対する研修等の方策を具体的に記載。



　（普及啓発に向けた方策）
	○介助登録者数の確保を図るための啓発活動等の方策を具体的に記載。



４　事業実施状況等
　⑴　障害福祉サービス等の提供実績
（障害者総合支援法又は児童福祉法に基づく障害福祉サービス等の提供状況）
	サービス名
	事業所名
	所在
	開始年月

	例）計画相談支援
	相談支援事業所東
	札幌市
（東区）
	平成24年４月

	例）生活介護
	生活介護中央
	札幌市
（中央区）
	令和２年４月

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　（障がいのある方への自主事業などの実績）
	事業名
	事業概要
	開始年月日

	例）日中一時支援
	日中において、障がいのある方の介護者が、病気等の理由により家庭において介護ができない場合に、一時的に事業所で見守り・活動の場を提供し、その他必要な日常生活の支援を行う。
	平成30年４月

	例）〇〇ボランティア事業
	在宅で生活している障がいのある方の居宅を定期的に訪問し、身の回りの世話等を行う。
	令和３年１月

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　記載欄が不足する場合は適宜調整すること。
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